
【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

企業年金等の積立金に対する特別法人税の撤廃 

2 要望の内容 企業年金等（厚生年金基金、確定拠出年金、確定給付企業年金、勤労者

財産形成給付金及び勤労者財産形成基金）の積立金に対する特別法人税を

撤廃する。 

3 担当部局 厚生労働省年金局企業年金国民年金基金課 

4 評価実施時期 平成 22 年 8 月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

平成１１年度 退職年金等積立金に対する特別法人税の課税凍結の開始 

平成１３年度 ２年間の延長 

平成１５年度 １年間の延長 

平成１６年度 １年間の延長 

平成１７年度 ３年間の延長 

平成２０年度 ３年間の延長 

 

6 適用又は延長期間 平成２０年４月１日～平成２３年３月３１日（３年間の課税凍結） 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

企業年金制度は、国民の老後の生活設計の柱である公的年金とあいまっ

て高齢期の所得確保を図るための制度であり、事業主や従業員の自主的な

努力を支援するものである。 

少子高齢化の進展、国民の老後生活の多様化などの現在の状況を踏える

と、企業年金等が果たす役割はますます重要であり、企業年金等の健全な育

成を図ることにより、老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障を充実さ

せ、高齢者が安心して暮らせる社会づくりを推進する。 

 

《政策目的の根拠》 

＜確定拠出年金法（平成十三年法律第八十八号） 第一条＞ 

この法律は、少子高齢化の進展、高齢期の生活の多様化等の社会経済情

勢の変化にかんがみ、個人又は事業主が拠出した資金を個人が自己の責任

において運用の指図を行い、高齢期においてその結果に基づいた給付を受け

ることができるようにするため、確定拠出年金について必要な事項を定め、国

民の高齢期における所得の確保に係る自主的な努力を支援し、もって公的年

金の給付と相まって国民の生活の安定と福祉の向上に寄与することを目的と

する。 

 

＜確定給付企業年金法（平成十四年法律第五十号） 第一条＞ 

この法律は、少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社会経済情勢の変

化にかんがみ、事業主が従業員と給付の内容を約し、高齢期において従業員

がその内容に基づいた給付を受けることができるようにするため、確定給付企

業年金について必要な事項を定め、国民の高齢期における所得の確保に係

る自主的な努力を支援し、もって公的年金の給付と相まって国民の生活の安

定と福祉の向上に寄与することを目的とする。 

 

② 政策体系

における

政策目的

基本目標ⅠⅩ： 高齢者が出来る限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮ら 

せる社会づくりを推進すること 

施策大目標１：老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実を図るこ

（別添） 



の位置付

け 

と  

施策中目標３：企業年金等の健全な育成を図ること 

施策中目標４：企業年金等の適正な運営を図ること 

 

基本目標Ⅲ：労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること 

施策大目標４：勤労者生活の充実を図ること 

施策中目標２：豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること 

 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

特別法人税を撤廃することによって、企業年金等の健全な育成を図ることに

より、老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障を充実させ、高齢者が安

心して暮らせる社会づくりを推進する。 

 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

企業年金等の加入者数 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

特別法人税が課税された場合、あらかじめ備える積立金が減少し、積立状

況の悪化につながる。特に、特別法人税は運用結果が赤字の場合にも課税さ

れるため、更なる財政状況の悪化を招く可能性があり、企業年金等の普及の

大きな阻害要因となる。 

このため、特別法人税を撤廃することによって、企業年金等の健全な育成を

図ることにより、老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障を充実させ、高

齢者が安心して暮らせる社会づくりを推進する。 

 

8 有効性

等 

① 適用数等 厚生年金基金 

平成１７年度末 ６８７件（５３１万人） 

平成１８年度末 ６５８件（５２２万人） 

平成１９年度末 ６２６件（４７８万人） 

平成２０年度末 ６１７件（４６６万人） 

平成２１年度末 ６０８件（４６０万人） 

平成２２年度末 ５８２件（４３５万人）（推計値） 

 

確定給付企業年金 

平成１７年度末 １,４３２件（３８４万人） 

平成１８年度末 １,９４１件（４３０万人） 

平成１９年度末 ３,１０１件（５０６万人） 

平成２０年度末 ５,００８件（５７０万人） 

平成２１年度末 ７,４０５件（６４７万人） 

平成２２年度末 ９,６７２件（７１４万人）（推計値） 

 

確定拠出年金（企業型） 

平成１７年度末 １,８６６件（１７３万人） 

平成１８年度末 ２,３１３件（２１９万人） 

平成１９年度末 ２,７１０件（２７１万人） 

平成２０年度末 ３,０４３件（３１１万人） 

平成２１年度末 ３,３０１件（３４０万人） 

平成２２年度末 ３,５７５件（３８４万人）（推計値） 

 

確定拠出年金（個人型） 



平成１７年度末  ６万人 

平成１８年度末  ８万人 

平成１９年度末  ９万人 

平成２０年度末 １０万人 

平成２１年度末 １１万人 

平成２２年度末 １２万人（推計値） 

 

勤労者財産形成給付金 

平成１７年度末 １,８４６件（３２.８万人） 

平成１８年度末 １,７９６件（３１.７万人） 

平成１９年度末 １,７４２件（３０.４万人） 

平成２０年度末 １,６８６件（２９.５万人） 

平成２１年度末 １,５９５件（２８.６万人） 

平成２２年度末 １,４９８件（２６.０万人）（推計値） 

 

勤労者財産形成基金 

平成１７年度末 ５６件（１.７万人） 

平成１８年度末 ５３件（１.４万人） 

平成１９年度末 ５１件（１.４万人） 

平成２０年度末 ４９件（１.２万人） 

平成２１年度末 ４２件（０.８万人） 

平成２２年度末 ４０件（０.８万人）（推計値）   

 

※推計値は、過去の実績値に基づき、推計式を導出した上で、当該推計式に

おける平成 22 年末の数値を推計している。 

② 減収額 減収見込み額 516,256 百万円(国税：440,117 百万円、地方税：76,139 百万円) 

 

《算出方法》 

平成２２年３月末時点の各制度の積立金額 

①厚生年金基金（平成２２年３月末）    ：29,003,100 百万円 

②確定給付企業年金（平成２２年３月末） ：39,037,700 百万円 

③確定拠出年金（平成２２年３月末）    ： 4,863,632 百万円 

④財形給付金（平成２２年３月末）      ：    44,216 百万円 

⑤財形基金（平成２２年３月末）         ：       610 百万円 

①・②：「企業年金の受託概況（信託協会。生保協会、JA 共済連）」 

③～⑤：厚生労働省調べ 

 

①に課税対象額割合０．００２２６％（※１）を掛けて、１．１７３％（国税：１％、地 

方税：0.173％）を掛ける。 

②～⑤の合計に１．１７３％（国税：１％、地方税：0.173％）を掛ける。（※２） 

 

※１ 平成 20 年度決算において、純資産額が、代行部分に要する費用の 3.23 

倍以上ある基金は７基金。このうち、平成 21年度末までに代行返上した基

金及び代行返上予定の基金を除くと、４基金が特別法人税の課税対象と

なる。この 4基金の積立金が、平成 21年度末の厚生年金基金の積立金に

占める当該の割合が 0.00226%である。 

※２ 確定給付企業年金については、従業員拠出分は課税対象にはならない 

が、従業員拠出を認めている規約が全体の１％に満たないことから、積立



金額全体に税率を掛けている。 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成１７年～平成２１年） 

・現在、特別法人税の課税凍結により、事業主、勤労者への負担を抑えつつ、 

着実に企業年金等の健全な育成を図ることで、老後の所得を確保している。 

さらに、特別法人税を撤廃することで、事業主や勤労者等における課税への 

不安感を取り除くことができる。 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》 

（分析対象期間：17 年～平成 21 年） 

・特別法人税の課税凍結により、事業主、勤労者への負担を抑えつつ、企業 

年金等の加入者数が増加（※）しており、着実に制度の健全な育成を図って 

る。 

 

＜企業年金等の加入者数＞ 

平成１７年度末 １,１２９万人 

平成１８年度末 １,２１２万人 

平成１９年度末 １,２９６万人 

平成２０年度末 １,３８７万人 

平成２１年度末 １,４８７万人 

 平成２２年度末 １,５７２万人（推計値） 

 

※特別法人税の課税凍結に加えて、企業年金等の制度改善及び平成 23 年 

度末で廃止期限を迎える適格退職年金からの企業年金への移行などの増 

加要因がある。 

 

・また、確定拠出年金においては、特別法人税の課税撤廃により２５％増の受 

給額を確保できるとの試算もあり、特別法人税の撤廃は老後の所得確保の 

ためにも重要な要素となっている。 

※運用利回りを２．５％、積立金に対し１．２％の課税が行われると仮定し、毎 

月１万円を２５年間積み立てて、１０年間年金を受け取った場合を試算。（生 

命保険協会）） 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成１７年４月～平成２１年３月） 

・現在のような低金利な運用状況下 (2010 年 8 月 16 日時点の長期金利は

0.955％。直近の 10 年間でも 1.5％前後で変動) で、特別法人税 1.173％が

課税された場合、企業年金等の普及に著しい支障が生じる。 

・個人が運用指図を行う確定拠出年金では、元本確保型による運用が約 7 割

を占めており、特別法人税が課税されると、年金資産の運用に著しい影響が

ある。 

・確定給付型の企業年金においては、積立不足が生じた場合、受給権保護の

観点から、事業主は当該不足額を埋めるため、掛金を追加拠出する必要が

ある。このため、特別法人税が課税された場合、この積立不足額が更に悪化

することにより、事業主が追加拠出する掛金額は増加し、企業の運営に影響

を与える可能性がある。 

・また、確定給付企業年金、確定拠出年金は平成 13 年度に施行された制度で 

あり、特別法人税を課税された経験がない。このため、特別法人税が課税さ



れた場合、徴収のためのシステム開発などの実務面で多大なコストが生じる

こととなる。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》 

（分析対象期間：平成１７年～平成２１年） 

・特別法人税が課税された場合、企業が課税分を負担することにより、企業経 

営へ影響を受ける企業や、企業年金制度の導入の可否の見直しを迫られる 

企業が多く生じる結果（※）、従業員の老後の所得確保の阻害要因となるお 

それがある。 

※ＮＰＯ法人確定拠出年金教育協会（2007 年） 

・また、企業が十分な人材を確保するためには、労働条件等の環境整備が必 

須であり、企業年金等の退職給付制度の充実は、人材確保に資する。 

・他方で、特別法人税が課税された場合、税金を納付するため、掛金を運用し 

ている株や債権を現金化することとなり、市場に与える影響は少なくない。 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

・企業年金制度は税制上の措置を講ずることで、国として国民の老後の所得 

確保を支援することを基本としている。法改正等の手法を用いた制度改正に

より、魅力ある制度とし、健全な育成を図っているが、税制上の支援措置は

他に代え難い強力な支援策である。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

企業年金は法律で積立義務や受給権保護を図っている。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

- 

10 有識者の見解 - 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

- 

 


